
「全国に誇れる・選ばれるまちづくり事業（日本一施策事業）」の選定取組（令和３年度実績）

［取組の類型］

①

②

③

［取組一覧］

№ 政策の柱 取組名 概　要 区　分 開始年度 所管課 特　徴
実績，効果等

（「トップクラス」の場合，根拠，出典等を
備考

1
Ⅰ　子育
て・教育

オリジナル婚姻届の作
製等

本市の特色をイメージしたイラ
ストを施したオリジナル婚姻届
の配布により，カップルの門出
を祝福するとともに，本市の魅
力を市内外にアピールすること
で，宇都宮市に「住んでみたい」
「住み続けたい」と思う気持ちの
醸成を図る。

独自性 R1年度 市民課 県内初の取組

・「提出用」と「記念用」の複写式のオリジ
ナル婚姻届やパンフレット（宇都宮で始
める暮らし），記念用台紙の配布，フォト
スポットの設置等をパッケージ化した県
内初の取組
※オリジナル婚姻届については，企業広
告の協賛金により作製
■オリジナル婚姻届配布実績
R1.6.3～R2.3.31　　約1,700部
R2.4.1～R3.3.31　　約3,000部
R3.4.1～R4.3.31　　約3,700部
■オリジナル婚姻届出実績（オリジナル
婚姻届出数/総市内婚姻届出数）
R1.6.3～R2.3.31　　 747件/2,252件
　(33.2%)
R2.4.1～R3.3.31　1,155件/2,474件
　(46.7%)
R3.4.1～R4.2.28  1,057件/2,180件
　(48.5%)

継続

市民ニーズや時代の趨勢を見据え，全国に先駆けて取り組むもの

活動量やその成果などが客観的・定量的に全国でトップクラスにあるもの

独自性
（日本で唯一，宇都宮独自）

先駆的
（日本で先駆け）

トップクラス
（日本でトップクラス）

区　分 考え方
地域の資源やアイデアを活用し，宇都宮らしさや独創性・独自性があり，｢宇都宮オリジナル｣や｢宇都宮モデル｣として全国に誇れる
もの



№ 政策の柱 取組名 概　要 区　分 開始年度 所管課 特　徴
実績，効果等

（「トップクラス」の場合，根拠，出典等を
備考

2
Ⅰ　子育
て・教育

妊産婦に対する支援の
推進

　子どもが欲しいと望んでいる
にもかかわらず，子どもに恵ま
れない夫婦への経済的支援及
び安心して妊娠・出産できる支
援として，不妊治療費や妊産婦
医療費を助成

【不妊治療費助成事業】
・特定不妊治療(体外受精・顕微
授精)費について，初回助成額
は上限45万（一部17万5千円），
２回目以降は上限30万（一部17
万5千円）まで助成
・人工授精治療費について，上
限3万2千円まで助成（年1回，
通算2年）

【妊産婦医療費助成事業】
・母子健康手帳の交付を受けた
月の初日から出産した月の
翌々月（産褥期）までの妊産婦
に対し，健康保険が適用となる
医療費の自己負担分を助成

トップクラス H21年度
子ども家庭
課

・中核市でトップクラスの助
成制度（国・県の助成制度に
本市独自に上乗せ等）

○トップクラスの根拠
　①特定不妊治療費助成：市独自に初
回15万円を上乗せ
　②人工授精治療費助成：市独自に助
成を実施
　③妊産婦医療費助成：助成は全国で４
県のみ，市独自に助成期間を１か月延
長
  ①～③を合わせて，妊産婦に対する充
実した支援は全国的にトップクラスであ
る。

○実績
【不妊治療費助成事業】
　・特定不妊治療費　R2年度 721件
　・人工授精治療費　R2年度 233件
【妊産婦医療費助成事業】
　　R3年度　29,829件

継続

3
Ⅰ　子育
て・教育

宮っ子の誓いの制定

・「宮っ子の誓い」カードを市内
の全小中学生等に配布し，
「宮っ子の誓い大使」等の認定
を行うことにより，誓いに関する
意識の高揚及び積極的な活動
実践を図る。
・平成21年度から市内の全中学
校に在籍する全ての生徒を対
象とした「宮っ子表彰（義務教育
9年間皆勤賞）」で表彰を実施
・平成25年度には「宮っ子の誓
い」に掲げる行動の実践を要件
とした「宮っ子心の教育表彰」の
制度を創設

独自性 H19年度 教育企画課 本市独自の行動規範を制定

本市独自の子どもの行動規範を制定し，
誓いを活用した「宮っ子の誓い大使」の
認定や表彰制度などの取組を通して，人
づくりを推進している。
・「宮っ子の誓い大使」等の認定者数
　累計者　　　　506名（平成21年度～）
　現在任期中　105名（令和3年度末時
点）
・「宮っ子表彰」の受賞者数
　66名（令和3年度）
・「宮っ子心の教育表彰」教育委員会賞
の受賞者数
　94名（令和3年度：各小中学校1名）
・「宮っ子心の教育表彰」教育長奨励賞
の受賞者数
　2,526名（令和3年度）

継続

4
Ⅰ　子育
て・教育

学校応援制度
企業名等を掲載した学校用物
品（用紙や封筒など）の寄附を
積極的に募集する制度

独自性
先駆的

H22年度 教育企画課
企業の教育への参加を促す
取組

・本市が全国に先駆けて制度を創設
・企業の教育への参加を促し，学校応援
の輪を拡大することにより，持続可能な
教育基盤の形成が図られている。
　令和3年度寄附実績
　　寄附者数：4社
　　寄附物品：角2封筒　計 11,000枚
　　　　　　　　　長3封筒　計　10,000枚

継続



№ 政策の柱 取組名 概　要 区　分 開始年度 所管課 特　徴
実績，効果等

（「トップクラス」の場合，根拠，出典等を
備考

5
Ⅰ　子育
て・教育

返還免除型育英修学
資金貸付制度

大学，大学院，短期大学，専門
学校（専門課程）の在学者を対
象に貸付するもので，奨学生
が，最終学校卒業後1年以内に
本市に居住し，引き続き，5年間
居住を継続することを要件に，
返還を免除する制度

独自性
先駆的

H27年度 教育企画課
奨学金制度の活用による定
住促進を図るための取組

・返還免除型育英修学資金貸付制度に
よる貸付は，中核市初
・令和3年度新規貸付者は24名（応募者
数28名），創設からの総貸付者数は107
名
・返還免除型育英修学資金貸付制度の
原資となる「宇都宮市育英基金」への寄
附実績
　累計実績　　289万円（18件）
　※内訳：H29年度 　40万円（2件）
　　　　　　 H30年度　 60万円（3件）
　　　　　　 R元年度　137万円（5件）
　　　　　　 R2年度　 　34万円（5件）
　　　　　　 R3年度　　 18万円（3件）

継続

6
Ⅰ　子育
て・教育

学校物品有効活用シ
ステムへのポイント制
導入

学校物品有効活用システムを
使用し，学校間の物品の貸借
や譲り受けによりポイントを付
与し，学校の配当予算に還元
・地域学校園ごとに保有物品の
リストを作成し，システムの利用
拡大を推進

独自性 H20年度 学校管理課
本市の「もったいない運動」
を推進する取組

学校における３R（ﾘﾃﾞｭｰｽ･ﾘﾕｰｽ･ﾘｻｲｸ
ﾙ）を推進することによる経営資源の効
率的活用
・物品登録件数　3,589件（R4.3.31現在）
　
【ポイント還元及び配当額】
H31：　2校　4,600ポイント＝  46,000円
R 2： 10校 32,200ポイント＝322,000円
R 3： 13校 19,560ポイント＝195,600円
R 4： 30校 71,200ポイント＝712,000円

継続

7
Ⅰ　子育
て・教育

地域学校園事務室の
推進

・中学校区を単位とする地域学
校園（中学校１校と小学校２～４
校）の学校事務職員で構成
・地域学校園事務室長を配置
し，共同事務を行うとともに，学
校事務の効率化・平準化や教
員の負担軽減，職場研修など，
各地域学校園の実情に応じた
さまざまな取組を実施
・小中学校間での所管替えなど
弾力的な予算執行が可能

独自性 H24年度 学校管理課
学校のニーズを捉えた先駆
的な取組

・地域学校園事務室内の兼務発令を生
かし経験の浅い事務室員への的確な支
援の実施
・地域学校園事務室経営計画を作成し，
事務室の方針や事務室内の役割分担の
明確化
【地域学校園振興費の活用実績】
　地域学校園共用物品購入（フラットファ
イル，ポリ袋，上質紙），地域学校園合同
行事に関する予算執行（しおり作成費），
地域学校園共用備品のメンテナンスに
関する予算（オージオメータ校正点検）

継続



№ 政策の柱 取組名 概　要 区　分 開始年度 所管課 特　徴
実績，効果等

（「トップクラス」の場合，根拠，出典等を
備考

8
Ⅰ　子育
て・教育

「小中一貫教育・地域
学校園」の推進

・小中一貫教育カリキュラムを
実施し，各教科等をはじめ，本
市独自の「宮・未来キャリア教
育」「宮っ子心の教育」「元気
アップ教育」において，義務教
育９年間を通した系統的な指導
を行う。
・各中学校区の小・中学校で構
成する地域学校園において，地
域ぐるみでのあいさつ運動や地
域ボランティアによる学校支援
などを行う。

独自性 H22年度 学校教育課 本市独自の特徴ある取組

・習熟度別学習等のための学校支援業
務（小中学校学力向上担当）（69人）配置
・小学校外国語活動ためのＡＬＴ（47人）
配置
・月1回程度の「小中一貫の日」による小
中教職員の連携
・９年間の系統的な指導により，学力テ
ストの結果が向上
　 中３生の学習内容定着度調査正答率
　　80%以上の割合　  50%未満の割合
　　　　H21 　  　 R3　　   H21       R3
国語　69.4　⇒　77.9      3.6  ⇒　4.6
数学　66.0　⇒　53.8     16.5  ⇒ 12.6
英語　60.5　⇒　72.0      12.9  ⇒ 8.7
・「誰に対しても思いやりの心をもって接
している」に肯定的回答をした中３生徒
の割合（学習と生活についてのアンケー
ト）
　　　H21　81.8 　⇒ 　 R3  93.9
・地域学校園のあいさつ運動　全校実施
・小６進学先中学校訪問　全校で新型コ
ロナウイルス感染症対策のため実施で
きなかったが，代替措置として，中学校
が作成した学校紹介ＤＶＤを小学校で視
聴
・事務職員同士が相互支援を行うため地
域学校園事務室を設置するなど，学校
一人配置教職員（養護教諭，事務職員，
学校栄養職員等）の連携を図り，業務を
効率化

継続

9
Ⅰ　子育
て・教育

スタンダードダイアリー
の活用による学校と家
庭の連携推進

・児童生徒が連絡帳・生活ノート
として毎日使用するスタンダー
ドダイアリー（学校教育スタン
ダード等，児童生徒の生活の指
針となる内容や宮っ子の誓い，
心を育てる５０の言葉，【大人の
行動規範】子どもの手本となる
５０の言葉，本市とゆかりの深
い百人一首の成り立ちなどを掲
載）を，本市立小・中学校の全
児童生徒に配付・活用すること
により，学校と家庭の連携を推
進し，目指す児童生徒の姿の
実現を図る。

独自性
先駆的

H20年度 学校教育課 全国でも類を見ない取組

・学校教育スタンダード，宮っ子の誓い，
心を育てる５０の言葉，【大人の行動規
範】子どもの手本となる５０の言葉，食育,
相談コーナー，本市とゆかりの深い百人
一首の成り立ちなどを掲載
・６９校の小学校に在籍する約２７，０００
人の児童と，２５校の中学校に在籍する
約１３，０００人の生徒一人一人に「スタン
ダードダイアリー」を配付。
・生活ノート等の教育相談的機能を生か
した児童生徒の理解促進

継続



№ 政策の柱 取組名 概　要 区　分 開始年度 所管課 特　徴
実績，効果等

（「トップクラス」の場合，根拠，出典等を
備考

10
Ⅰ　子育
て・教育

「宇都宮学」の推進

・グローバル社会に主体的に向
き合い，よりよい社会を創る担
い手となるとともに，異なる文化
をもつ人々とともにたくましく未
来を生き抜く宮っこを育むため，
児童生徒が郷土宇都宮の歴史
や伝統文化，産業，まちづくり,
などについて理解し，郷土への
愛情と誇りをもてるようにするた
め，「宇都宮学」を市内小学校
３・４年生の社会科及び小学校
５年生から中学校３年生までの
「総合的な学習の時間」で実施
する。

独自性
先駆的

R3年度 学校教育課 本市独自の特徴ある取組

・宇都宮市内に在籍する小学校５年生～
６年生に「小学校版『宇都宮学』副読本」
を令和２年度に，中学校１年生～３年生
に「中学校版『宇都宮学』副読本」を令和
３年度に配付
・教員用に年間指導計画モデルプランや
ワークシート等を「教員用指導資料ＤＶ
Ｄ」に収め，各学校に配付
・「宇都宮学」の実施により，宇都宮の良
さを理解した児童生徒が増加した。
　【学校ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄｼｽﾃﾑｱﾝｹｰﾄ調査より】
　「児童生徒は，宇都宮の良さを知って
いる」の質問に肯定的回答をした児童生
徒・保護者の割合
　〔児童生徒〕Ｒ元：80.0％⇒Ｒ３：84.1％
　〔保護者〕　 Ｒ元：58.3％⇒Ｒ３：67.5％
・令和３年度より，市民が「宇都宮学」の
内容を学ぶことができるよう，生涯学習
センター等において「大人の宇都宮学」
に関する講座を開設

新規

11
Ⅰ　子育
て・教育

「通学路交通安全プロ
グラム」に基づく交通安
全対策の推進

・全国に先駆け策定した「通学
路交通安全プログラム」に基づ
き，教育委員会・学校，道路管
理者，警察が合同で通学路の
危険個所の点検を行い，対策を
講じている。
・　さらに，本市独自に市内全６
９小学校の各学校周囲５００ｍ
をスクールゾーンとして設定し，
注意喚起のための路面標示及
び看板を設置した。

独自性 H25年度 学校健康課
市立小学校69校すべてにス
クールゾーンを一斉に設定

・通学路の交通安全を確保するため，教
育委員会・学校,道路管理者,警察が主体
となり，通学路の合同点検を実施してい
る。
・H26には全市立小学校68校にスクール
ゾーンを設定し，市民への周知啓発を図
るため，注意喚起看板を1,071枚設置。
H27には運転者への注意喚起を図るた
め，「スクールゾーン」文字の路面標示を
287か所に設置した。
・R2には，R3ゆいの杜小学校新設に伴
い，「スクールゾーン」文字の路面標示を
6か所に設置した。

継続

12
Ⅰ　子育
て・教育

元気っ子健康体力
チェック

全ての児童生徒を対象に，「新
体力テスト」を実施し，本市独自
に体力テストと食を含めた生活
習慣に関するアンケート結果を
分析し，児童生徒の体力向上
や健康保持に活用する。

独自性 H21年度 学校健康課 本市独自の取組

児童生徒の体力向上を図るため，全て
の児童生徒を対象に，国の全国体力調
査に併せて，本市独自に体力テストと食
を含めた生活習慣を分析し，児童生徒の
小中9年間を通した体力向上や健康保持
に活用している。

継続
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実績，効果等
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13
Ⅰ　子育
て・教育

小・中学校全校及び給
食センターへの栄養士
の配置

全市立小中学校で，質の高い
給食の提供や食の指導を進め
られるよう，栄養教諭・学校栄
養職員の未配置校へ，本市独
自に会計年度任用職員(学校栄
養士業務）を配置した。

先駆的
トップクラ

ス
H20年度 学校健康課

全国で先駆的に，全校に学
校栄養士を配置

・学校栄養士の全校配置を開始したの
は，中核市で2番目，給食センターを含
むと1番目。
・令和元年度の市立小中学校及び学校
給食センターに学校栄養士（県費・市費）
を配置している割合は中核市で一番多
い。（101.06％）
・全校に学校栄養士を配置することで，
各校の特色を反映した給食献立や食物
アレルギーへの対応などをきめ細かに
実施できている。

継続

14
Ⅰ　子育
て・教育

「お弁当の日」の実施

食事について親子で共に考える
機会を創出し，子どもたちの食
への関心を高め，感謝の心を育
むことなどを目的として，全市立
小中学校で「お弁当の日」を年2
回以上実施している。

独自性
先駆的

H20年度 学校健康課

・小中学校９年間の発達の
段階に応じた本市独自のね
らいを設定
・全国に先駆けて中核市で
唯一全校で実施

・令和3年度の実施状況： 1回/校
※令和3年度は，新型コロナウイルス感
染症の影響により，児童生徒が主食の
おにぎりを家庭で作って持参し，給食で
おかずなどを提供する方法（「おにぎりの
日」）で全小中学校が1回以上実施し，学
校からは「ご飯を茶碗によそう,ご飯を炊
く，おにぎりをにぎる」などの家庭実践を
組み合わせ，児童生徒が自分や家族の
健康を考えて食事を作るための基礎を
身に付けることにつながった」等の意見
があり，発達段階に応じ，実践すること
ができた。
・令和3年度に実施した「おにぎり」の日
に関するアンケートの結果で，児童生徒
から，「おにぎりをおいしく握る工夫や衛
生管理を学ぶことができた。家族のため
に作ってあげたい」等の声があった。

継続

15
Ⅰ　子育
て・教育

魅力ある学校づくり地
域協議会の設置・運営

・市内全94小中学校区におい
て，①学校運営への参画機能，
②学校教育の充実に向けた機
能，③家庭・地域の教育力向上
に向けた機能を併せ持つ本市
独自の運営体制を構築
・地域住民や保護者による学校
運営への参画，地域コーディ
ネーターによる学校支援ボラン
ティアの調整など，学校と地域
をつなぐ役割を担う。

独自性
先駆的

H18年度
生涯学習課
学校教育課

全国でも先駆的に，本市独
自の運営体制を構築

学校教育の充実，家庭・地域の教育力
向上に向けた事業数956件/94協議会

全体の活動回数　　19,090回
　　　　（小17,685回，中1,405回）

継続



№ 政策の柱 取組名 概　要 区　分 開始年度 所管課 特　徴
実績，効果等
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16
Ⅰ　子育
て・教育

子どもの読書推進（子
どもの読書環境の充実
に向けた図書館づくり）

・学校図書館が，読書センター・
学習センター・情報センターとし
て，学校・地域の教育活動を支
援する施設となるため，専門的
な知識を有した学校図書館司
書を全小・中学校に配置
・南図書館に学校支援室を設置
し，多くの児童に図書に触れて
もらう機会を提供する「学校巡
回図書」サービスや，学校の要
望に合わせて，授業で必要とす
る資料を貸し出す「学校希望図
書」サービスなどを学校図書館
司書と連携して実施。
・高校生との連携による事業の
実施
・高校生向け読書情報誌
「MIYATEEN」発行（中央図書
館）

先駆的
トップクラス

H18年度
生涯学習課
（図書館）
学校教育課

・全国でも先駆的に，全校に
学校図書館司書を配置
・中核市トップクラスの子ども
の読書量
・図書館に学校支援室を設
置

・１か月当たりの読書量（令和3年度実
績）：小学生32.1冊，中学生11.7冊（全国
平均は，小学生12.7冊，中学生5.3冊第
66回学校読書調査報告）
・令和2年度文科省表彰「子どもの読書
活動優秀実践図書館」を宇都宮市立南
図書館が受賞
・文科省表彰「子どもの読書活動優秀実
践校」を市内の小中学校が10年連続して
受賞
　令和4年度　清原南小学校
　令和 3年度　宇都宮東高等学校・同付
属中学校
  令和 2年度　陽南小学校
  平成31年度　豊郷中学校
　平成30年度　上河内西小学校
　平成29年度　城山東小学校
　平成28年度　宝木小学校
　平成27年度　西が岡小学校
　平成26年度　豊郷南小学校
　平成25年度　国本西小学校
・高校生によるおすすめ本紹介ポップ掲
示（MIYATEEN編集委員）
・科学技術関連講座（白陽高校生）
・ポップｄｅビブリオバトル（宇都宮工業高
校生・宇都宮南高校生）
・高校生との連携講座（工作教室）
・図書館事業への高校生の参加
（上記事業の実施には関連図書を準備
し高校生の読書推進に取り組んでいる）
・「MIYATEEN」
　年1回，4,000部発行，市内全高校に配
布

継続

17
Ⅰ　子育
て・教育

うつのみやこども賞

子どもの読書活動を啓発するた
め，日本人の作者による新作児
童文学作品を対象に，市内の
小学５，６年生公募委員が，そ
の年の一番友だちに薦めたい
本を選び，賞を授与する事業を
日本で唯一実施

独自性 S59年度
生涯学習課
（図書館）

本市独自の選定方法を構築

・令和3年度までに，730人の児童が選定
委員として参加，児童の読書への関心を
高めることに寄与
・参加した児童が高校生となり情報誌
「MIYATEEN」の編集委員として再度活躍

継続
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18
Ⅰ　子育
て・教育

教養講座「宮の朝活」
の開催（前期・後期）

多忙で日ごろ講座などに参加で
きない20代から40代の働き盛り
世代や大学生を対象に，早朝
の時間を有効に活用し，魅力的
な学習機会や体験の場を提供
する教養講座を開催。講義前後
の名刺交換や朝食をとりながら
情報交換を行う時間等を設け，
参加者間の交流を促進する。

先駆的 H25年度 生涯学習課
地域の人材や資源を活かし
た，全国の先駆けとなる取組

【講座の延べ受講者数】
R3　受講者数 101名
　　　　　　　　　　 H25～　計2,035名
【効果等】
・例年，後期講座は，前期受講者（宮の
朝活企画運営委員）と協働で講座の企
画・運営を行う参加型事業として実施し，
地域活動等への意識醸成を図っている。
・講座終了後も，受講者同士の交流活動
を行っており，地域活動やまちづくり，イ
ベント等に関する情報交換や自主的な
活動を行っている。

継続

19
Ⅰ　子育
て・教育

冒険活動教室の実施

・自然を活かした市有施設にお
いて，宇都宮市立の全小中学
校を対象とした独自の自然体験
活動，各学校の要望に応じた豊
富な活動プログラムを実施（対
象：小学5年，中学1年）

独自性 H8年度
スポーツ振
興課

本市独自の自然体験活動

・大学との連携による教育効果の検証に
基づいた約40種類の活動
（令和３年度実績）
　　小学校69校　4,980人
　　中学校25校　4,613人
・冒険活動教室が児童生徒にもたらす影
響について，アンケート調査結果を分析
し，教育効果があることを検証
　　Ｈ２３～「生きる力の変容」
　　Ｈ２９～「道徳性に及ぼす効果」
・小中学校の児童生徒の交流を深める
ため，地域学校園内の小中学校の合同
実施
　　5地域学校園（R1）
　　（小学校12校，中学校5校）
　　※ R2～3はコロナ対策で未実施

継続

20
Ⅰ　子育
て・教育

特別支援教室（かがや
きルーム）の設置及び
指導員の配置

通常の学級に在籍している発
達障がい等の傾向がある特別
な支援を必要とする児童生徒に
対し，教育的ニーズに応じた支
援を行うため，市独自に全94小
中学校に特別支援教室(かがや
きルーム)を設置するとともに，
各校に専任の指導員を配置し，
児童一人一人の教育的ニーズ
に応じて個別や小集団の形態
により，社会性を身に付ける指
導や学習指導などを実施

独自性 H20年度
教育セン
ター

本市独自の取組

特別支援教室（かがやきルーム）
　　指導員数　全小中学校配置
　（小学校69名，中学校25名，計94名）
　　令和3年度利用者数　1,788名
　（小学校1,313名，中学校475名）

継続

21
Ⅱ　健康・
福祉・医療

高齢者グループホーム
における国基準を上回
る居室床面積の設定

国基準を上回る居室床面積を
市条例で規定

独自性 H24年度
保健福祉総
務課

高齢者グループホームの居
室の床面積は，国基準「7.43
㎡以上」だが，市条例で
「10.65㎡以上」と規定するこ
とで，より広い居住空間が確
保でき，居宅において使い慣
れた家具等の設置が可能

・認知症高齢者がグループホームへ入
居後も家庭に近い環境で生活することが
可能となった。
・認知症が進行し歩行や座位の保持が
困難となり，車椅子や介護ベッドの使用
が必要となっても，退居せずに入居継続
が可能となり，利用者が安心して生活で
きる場となっている。

継続
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22
Ⅱ　健康・
福祉・医療

障がい児発達支援の
推進

・全国に先駆け，子ども発達セ
ンターを設置し，保健師や保育
士，理学療法士等の専門職に
より，相談から療育まで一貫し
て対応。

・また，保育園併設専用施設に
おいて，発達が気になる乳幼児
及びその保護者が自由に利用
できる広場を開設し，親子の交
流の場を提供するほか，親子の
遊びや保育園児との交流を通し
て心身の発達を促すとともに，
子育てに関する相談や助言，必
要に応じて関係機関への紹介
を行う。

独自性
先駆的

H19年度
子ども発達
センター
保育課

・本市独自の支援
・全国に先駆けた，
保育園併設専用施設

【子ども発達センターの取組】
・相談から療育まで継続的・一貫的・総
合的に対応するとともに，専門的機能を
活かし，保育所等関係機関への技術的
支援を実施しながら，保護者の障がい理
解の促進や障がい児の日常生活能力の
向上に成果を上げている。
〈特色ある取組〉
・重症心身障がい児プール活動支援事
業
  重症心身障がい児を対象に子ども発達
センター内のプールを活用し，夏季だけ
でなく年間を通じてプール活動を行って
おり，普段できない動きができたり風邪を
ひきにくくなったりと効果をあげており，
全国的に類のない取組である。
　活動延べ人数86人
　平均活動回数 5回
・早期療育支援事業（カンガルー教室）
　他自治体ではグループ活動中心に
行っている事業を，本市では保育士２名
がそれぞれ児と保護者に対応しながら
個別指導を行っており，発達を促す効果
を上げるとともに，保護者の障がい受容
の促進に効果を上げており，特色を持っ
た取組である。
　延利用児数  3,235人
　実利用人数　　455人
【なかよしクラブ事業】
・平成８年度から，全国に先駆け，公立
保育園に併設した専用施設において，地
域子育て支援拠点事業（子育てサロン事
業）とは別に，本市独自の事業として実
施している。
・発達について不安に思っていることをい
つでも気軽に相談できることや，同じ悩
みを持つ保護者が思いを共有できること
により，安心して子育てができるなどの
効果を上げている。
　実施個所　3施設
　延べ利用者数　5,977人

継続
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23
Ⅱ　健康・
福祉・医療

地域別データ分析の実
施

本市の健康寿命の延伸に向け
た科学的な根拠に基づく新たな
施策・事業の展開（ＥＢＰＭの推
進）に活用するとともに，市民一
人ひとりの主体的な健康づくり
への取組につなげるため，地域
別データ分析により，市民の健
康状態に関する市域全体や地
域別の特性・課題を明らかにす
る。

独自性 R1年度

高齢福祉課
保健福祉総
務課
健康増進課

・保健福祉分野をはじめ，交
通，都市整備，まちづくりや
教育など，分野横断的に
データを収集・分析し，全市
及び地区の特徴を明示

・本市独自の「健康度」の指
標を設定し，連合自治会圏
域（３９地区）ごとの健康状態
を数値化
※　年代別に３つの健康度
（介護健康度，生活習慣健
康度，子ども健康度）を算出

・　市域全体及び連合自治会圏域（３９地
区）ごとの特徴について，図やグラフを用
いて「見える化」した分析ブックを作成
【全市域編】
　「健康度」と関連する事項を解析し，そ
れらの事項に係る国・県との比較や，市
内３９地区間の比較を掲載するとともに，
全市域編のデータの読み取り結果や，
主な分析結果等を掲載
【地区別編】
　相関関係のあった事項等について，全
市と当該地区の比較を中心に掲載する
とともに，各地区のデータの読み取り結
果や，考えられる地域ごとの強み・弱み
（地域課題）を掲載

・分析結果を活用した地域特性に応じた
介護予防や認知症対策などの事業を新
たな「にっこり安心プラン」に計上

・地域別データで明らかになった健康課
題等を盛り込んだ「健康づくりガイドブッ
ク」の作成

・低栄養や認知症などの健康リスクが高
かった地区に対し，介護予防教室の場を
活用した健康指導の実施や「もの忘れ相
談会」の開催

・地域の健康課題に応じた生活習慣病
の予防に係る講座の開催

継続

24
Ⅱ　健康・
福祉・医療

「わく・わくバーチャル
美術館U」による障がい
者アート作品の展示

障がい者の文化活動の発表の
場である「うつのみやふれあい
文化祭」の作品展を，まるごと
ウェブ上に再現

独自性 R3年度
障がい福祉
課

・コロナ禍においても，パソコ
ンやスマートフォンを用いて，
自宅などでいつでも作品を
鑑賞することが可能
・３６０度カメラを利用し，実
際の作品展示会を再現する
ことで，現地で作品を見てい
るかのようなウォークスルー
等が可能
・制作は市内の障がい者施
設に委託しており，障がい者
がデザインや入力・動作確
認作業に携わっている。

⇒オンライン美術館は全国
にいくつかあるが，「障がい
者アート」のみのものは少な
い上に，ウォークスルーによ
り鑑賞できるものは希少であ
る。

・ホームページにて公開
　訪問数：506回
　ＰＶ数：2,767回
  （R3.12.3～R4.3.31）

新規
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26
Ⅱ　健康・
福祉・医療

学生ボランティアの支
援による「薬物乱用防
止」啓発のためのマン
ガリーフレットや資材の
作成

大学と連携して「マンガを取り入
れた薬物乱用防止啓発冊子」を
作成し，宇都宮大学と連携して
薬物乱用防止教室等で使用す
るスライドを作成するなど，学生
ボランティアを育成し，学生の自
主的かつ継続的な啓発活動を
行えるよう支援

独自性 H27年度
保健所総務
課

・小中学生が興味を示しやす
いマンガを取り入れたリーフ
レットや携帯可能な『断り方
カード』は本市独自の取組
※薬物使用に関する社会状
況や変化に合わせて内容を
見直し
　〔R2年度〕大麻の検挙率増
加や市販薬の乱用問題など
を踏まえ見直し
・学生ボランティアの積極的
な活動支援は本市独自の取
組

・社会情勢に合った内容に更新したマン
ガリーフレットを作成し，市内全小学校の
５年生の児童に配布している
（配布数：5,350部）
・マンガリーフレットやスライドは薬物乱
用防止連絡会議が実施する小中学校の
薬物乱用防止出張教室において活用
し，児童生徒が親しみやすい教材での薬
物乱用防止意識の向上を図っている
（配布数：28校 9,797部）
・栃木ＳＣホームゲームでの観戦者への
啓発（配布数：2,000部），その他成人式
や大学入学式で配布

継続

25
Ⅱ　健康・
福祉・医療

聴覚障がい者に対する
手話を用いた意思疎通
支援の実施

・障がい福祉課窓口に手話通
訳者を２名体制で設置（S62～）
するほか，ICTを活用した手話
通訳問合せ対応サービス
（H31.2)や遠隔手話通訳サービ
ス（R3.12）を実施するなど，聴覚
障がい者がさまざまな場面で手
話を用いて意思疎通ができる環
境を整備

独自性 R3年度
障がい福祉
課

・,障がい福祉課窓口に手話
通訳者を設置（S62～）
・手話通訳問合せ対応サー
ビスの実施（H31.2～）
・地域行政機関等での各種
申請等の手続きの際に，手
話通訳が必要となる場合に
おいて，遠隔での手話通訳
が可能となるよう遠隔手話通
訳サービス（行政機関窓口
用）を実施（R3.12～）
・手話通訳者が同行できない
場合や日常生活におけるさ
まざまな場面において，遠隔
での手話通訳が可能となる
よう遠隔手話通訳サービス
（一般市民用）を実施（R3.12
～）
⇒聴覚障がい者に対し，市
窓口への手話通訳者の設置
やICTを活用し自宅等から市
業務にする問い合わせに手
話で対応する手話通訳問合
せ対応サービスや地区市民
センター等における遠隔手
話通訳サービス（行政機関
窓口用）の実施に加えて，感
染症対応などにより，手話通
訳者が同行できない場面
や，日常生活におけるさまざ
まな場面においても，遠隔手
話通訳サービス（一般市民
用）を実施している自治体は
稀少である。

・手話通訳者設置：2名
・手話通訳問合せ対応サービス：76件
（R3）
・遠隔手話通訳サービス（行政機関窓口
用）：0件（R3）
・遠隔手話通訳サービス（一般市民用）：
2件（R3）

新規
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27
Ⅱ　健康・
福祉・医療

健康ポイント事業

・運動や検診の受診などの健康
づくり活動に対してポイントを付
与し，貯まったポイントに応じて
協賛企業提供物品等を提供す
る。
・「自転車のまちうつのみや」の
取組と連携して，「自転車に乗
る」活動をポイント付与の対象と
するほか，地元プロスポーツ
チームと連携し，試合会場を訪
れた人にポイント付与をしてい
る。
・歩数などのランキングを表示
する機能やグループ機能，健康
づくり推進員を中心に作成した
３１のウオーキングコースを歩く
イベントに参加できる機能など
により，励まし合いながら健康
づくりに取り組めるほか，健康
に関する情報を適宜追加してい
る。

独自性 H30年度 健康増進課

・「自転車のまちうつのみや」
の独自の取組として，「自転
車に乗る」をポイント付与の
対象とし，「歩く」と「自転車に
乗る」の活動の計測に「メッ
ツ・時（ＭＥＴｓ-ｈ）」を取り入
れ，様々な活動を統一の尺
度で計測できるようにしたほ
か，歩数等のグラフ表示によ
る活動状況の見える化や健
康情報の提供も可能とした。

・事業参加者数：33,719人（R４.3.31）
【令和3年度目標数：22,000人】

・参加者の71.6%の方がBMIを改善または
適正値を維持（R4.3.31）
　※　アプリ参加者のみ

継続

28
Ⅱ　健康・
福祉・医療

地域・職域連携推進事
業（職場における健康
づくり応援サイト）

職場における健康づくりの重要
性や健康づくりに関する新しい
話題などの健康情報を掲載した
サイトを，本市ホームページ内
に開設し，事業主等が主体的に
健康づくりに取り組めるようにし
た。

独自性
先駆的

R1年度 健康増進課

・事業主等が情報収集しや
すいよう，事業所における健
康づくりの取組事例や健康
づくりの具体的手法，活用で
きる保健サービスなど，様々
な情報を選定し，サイトに集
約している。
・健康保険，労働安全，事業
者，医療等の多岐にわたる
団体が連携し，相互に社会
資源の有効活用を図る組織
である「宇都宮市地域・職域
連携推進協議会」が各団体
の持つ情報等を活用してサ
イトを運営している。

・地域・職域連携推進協議会の意見を踏
まえながら，健康コラムや健康づくりの取
組事例など，新しい情報をサイトで発信
したことにより，職場における健康づくり
の推進を図ることができた。
・令和２年度から，「宇都宮市ビジネスＰ
ＣＲ等検査支援事業」をサイトで周知した
ことにより，多くの従業員のＰＣＲ等検査
につながった。
・令和３年度には，他業種に比べ保健指
導等の割合が高く積極的な支援が必要
な業種に対し，その団体が主催する研修
会でサイトを活用しながら，業種に応じた
健康課題を説明し，それらに対応した講
座の利用勧奨を行った。

継続
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29
Ⅱ　健康・
福祉・医療

健康増進普及啓発事
業（健康つつみやき～
まるごと健康ガイド～）

「新たな日常」の中で，市民一
人ひとりが，家庭や地域，職場
において，主体的に健康づくり
が行えるよう，健康づくりの３要
素（栄養・運動・休養）の重要性
や具体的な取組等を一冊にまと
めて紹介するガイドブックを作
成した。

独自性 R3年度 健康増進課

・健康づくりの３要素を中心
に，健康づくりに関する情報
を１冊にまとめ，健康づくりの
要素と宇都宮の「みや」を包
み込み，手軽に取り組めるよ
うわかりやすくアレンジした
（焼いた）ことを宇都宮名物
「餃子」に見立てて，「健康つ
つみやき」とネーミングし，イ
ラストなども多用しながら興
味の引く，親しみやすいオリ
ジナルガイドブックとした。

・「新たな日常」において，家
庭や地域，職場など様々な
場面で活用でき，日常生活
の中で，手軽に取り組める内
容を掲載するとともに，冊子
と電子書籍版で発行し，健康
関心度に関わらず，多くの市
民に周知した。

・保健福祉や交通・都市整備
などのデータを分析した地域
別データをもとに，日ごろか
ら注意してほしい生活習慣
や心がけに関するコメントを
掲載した。

・健康つつみやき～まるごと健康ガイド
～を作成し，市有施設をはじめ地域・職
域連携推進協議会などに配布した。（１２
月８,０００部作成）

・市ホームページのほか，職場における
健康づくり応援サイトや健康ポイントアプ
リ等に掲載し，幅広い年代層に周知し
た。

・地域・職域連携推進協議会の事業や各
種健康教育，出前講座，健康づくり推進
員等の地区活動において活用し，健康
づくりに関する知識の普及啓発と行動変
容へのきっかけづくりができた。

新規

30
Ⅱ　健康・
福祉・医療

障がい者への合理的
配慮の提供に係る啓
発動画の作成・放映

・市民や民間事業者等に対し
て，障がい者への合理的配慮
の提供を促進するための動画
による啓発
・合理的配慮の具体的事例を障
がい種別ごとに全６種類作成
し，３０秒動画として放映

独自性 H28年度
障がい福祉
課

・障がい（視覚，聴覚，肢体
不自由，知的，精神）のある
市民が出演し，具体的配慮
例をＰＲ
・宇都宮メディアアーツ専門
学校の学生・教員が撮影・編
集

⇒他自治体では障害者差別
解消法を説明する動画はあ
るが，障がいの当事者が出
演し合理的配慮の提供を促
す動画は他にはあまり見ら
れない。

・交通結節点における放映（Ｈ28）
⇒大通りバス停留所映像広告4ヶ所
・とちぎテレビにおいて，障がい者週間に
ＣＭとして放映（H28）
・市施設における放映（Ｈ28～R3）
⇒本庁舎１階・地区市民センターのモニ
ター，オリオンスクエア大型映像装置，大
通りバス停の映像広告モニター
・宇都宮ブレックスのホームゲームで放
映（Ｈ29～R3）
・2種類の学習用動画（H29年度作成）を
全小学校へ配布（Ｈ30）
・ミヤラジ・バンバビジョンにおいて，障が
い者週間（12月3日～9日）に放映（R1～
R3）
※放映については，R4以降も継続

継続
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31
Ⅲ　安全・
安心

国・県・市災害対策連
絡協議会の設置

市域における災害の発生時に
おいて防災関係機関が連携し，
迅速かつ的確な対応ができるよ
う，自衛隊・警察・県・市・消防で
構成する組織の運営と合同訓
練の実施

独自性
先駆的

H19年度 危機管理課
国・県・市が連携した全国の
先駆けとなる取組

平常時より関係機関相互の連携強化を
図る。
【連絡協議会】
・年2回　開催（書面開催）
【合同訓練】
・アンダーパスの道路冠水災害を想定し
た救助訓練
・大規模林野火災を想定した図上訓練及
び消火訓練（消火訓練は，新型コロナウ
イルス感染症の拡大により，中止）

継続

32
Ⅲ　安全・
安心

農林業資源を活用した
防災・減災対策

自然災害による被災リスクや被
害の軽減に向けて，水田の貯
水機能を活用した田んぼダム
の普及促進や，重要インフラ施
設周辺における森林整備・適正
管理を実施

独自性
先駆的

R3年度
農業企画課
農林生産流
通課

①田んぼダム
・土地改良区（農業者）をはじ
め，大学や企業等を構成員
とした研究コンソーシアムを
立ち上げ，関係者が一体と
なって，田んぼダムの普及に
取り組んだ点に独自性があ
り，その結果，多くの農業者
の協力が得られ，短期間で
の普及面積の拡大につな
がった効果的な取組である。
②重要インフラ施設周辺森
林整備
・防災減災の観点から行政と
インフラ事業者と連携して民
有林の森林整備を実施した
事業は珍しく，また，その手
法においても，経営管理制
度や森林環境譲与税を活用
した事業として全国的に先駆
的な取組である。

①田川・姿川流域761haで田んぼダムを
整備（R4.3現在）
（貯留量：158.3万 ，全体の74％）
→豪雨時における河川からの浸水被害
を軽減
②林道今里羽黒山線沿線2.7kmで除伐
等を実施
→重要インフラ施設（※）における台風通
過時の倒木等による被災リスクを低減
※羽黒山山頂の通信施設につながる電
線（東京電力）・通信線（ＮＴＴ東日本）。
通信施設は公共放送等が利用しており，
断線した場合は機能停止となり市全域で
通信障害の恐れあり。

新規

33
Ⅲ　安全・
安心

政策特集の作成
市政の重要課題等の特集を組
み，広報紙の添付ハガキ等によ
り，市民の意見や提案を聴取

独自性 H15年度 広報広聴課 独自の取組
令和3年度の政策特集に係る意見数
：平均15.3件

継続

34
Ⅲ　安全・
安心

グリーンアンドレッドリ
ボン運動

市民や地域，事業者などあらゆ
る機関，団体が一丸となって飲
酒運転を許さない地域づくりを
進めるために，ＧＲリボンを交通
安全運動や地域イベントなどの
機会，事業者，学校などを通し
て市民に配布することで，飲酒
運転根絶に係る気運を醸成す
る。

独自性 H18年度 生活安心課

飲酒による悲惨な交通事故
を防止するため，本市が独
自に飲酒運転根絶のシンボ
ルとして考案したもの。

・R3年度ＧＲリボン配布数　10,650枚
・オリオンスクエア大型映像装置を活用
したＧＲリボン周知　1回

【参考】酒気帯び運転による交通事故発
生件数　R1年37件，R2年36件，R3年25
件

継続

35
Ⅲ　安全・
安心

消費生活相談窓口の
常時開設

市民が安全で安心な消費生活
が送れるよう，年末年始を除
き，毎日，相談窓口を開設し，
市民からの相談に適切かつ迅
速に対応

先駆的
トップクラス

H19年度 生活安心課

・年末年始を除き，毎日，相
談窓口を開設しているのは
全国で先駆的
・全国の消費生活センターの
なかで，相談窓口を常時開
設しているセンターは6か所
でトップクラス

・令和3年4月1日現在
消費生活センター数　　854　か所
うち，年末年始を除き，毎日開設
6か所（宇都宮市を含む）

継続
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36
Ⅲ　安全・
安心

女性活躍啓発事業
（仕事と子育て家庭の
インターンシップうつの
みや事業）

・大学生等が，仕事と子育ての
両立支援に取り組んでいる企業
と，その従業員の家庭を訪問
し，「企業が取り組んでいる子育
て支援」や，「当該家庭の家事・
子育て」の状況を体感すること
などを通じて，就業継続意識の
醸成を図るとともに，本市で就
業することの魅力を知ってもら
い，首都圏への転出防止や本
市への転入に繋げるもの
・令和3年度から首都圏等の学
生も参加できるよう完全オンラ
イン型で実施

先駆的 R1年度
男女共同参
画課

・企業とその従業員の家庭
の両立の様子について学
び，働きながら子育てもでき
ることを実感するための取組
・女性活躍推進に取り組む
経営者等の考えを理解し，
本市の企業の魅力を実感す
るための取組
・中核市で先駆けた取組

・キャリア形成講座参加者
　(4回，学生44人)
・インターンシップ参加者
　(3社，学生39人)
　※報告会や経営者等との交流会
　も実施

継続

37
Ⅲ　安全・
安心

宇都宮市つながりサ
ポート女性支援事業

新型コロナウイルス感染症の影
響により，不安や困難を抱える
女性が孤立・潜在化し，行政だ
けでは支援が届きにくくなってい
ることが懸念されていることか
ら，ＮＰＯ等と連携し，その知見
やネットワークを活用することに
より，市民の身近な場所におい
て，生理用品の提供をきっかけ
とした女性への相談支援の強
化に取り組む。

先駆的 R3年度
男女共同参
画課

・生理用品の提供をきっかけ
とした，不安や困難を抱える
女性に対し，相談支援につ
なげる仕組みを構築
・市と地域において女性や子
供への支援など様々な分野
で活動するＮＰＯ等が連携
し，各団体における女性相談
の実施及び支援ネットワーク
の構築
・地域医療の基幹病院であ
る済生会宇都宮病院に業務
委託を行い，その専門性と
相談のノウハウ，病院と地域
のＮＰО団体等とのネット
ワークを活用

・連携NPO等　56団体
・スクールソーシャルワーカーが女性相
談所へつなげた件数　12件
・常設相談窓口（相談件数202件）
・臨時相談会（11か所実施　相談件数
389件）

新規

38
Ⅲ　安全・
安心

まちづくり活動応援事
業

市民，ＮＰＯ，企業等が容易に
まちづくり活動情報を発信・入
手ができ，まちづくり活動に参
加しやすい仕組みにより，活動
参加の「きっかけづくり」と活動
継続の「励み」を創出することに
より，まちづくり活動への参加者
の増加や活発化を図るもの

独自性
先駆的

R1年度
みんなでま
ちづくり課

・まちづくり活動情報の発信
力の強化及び参加機会の創
出
・まちづくり活動の募集から
ポイント交換までの一元的な
システム
・自治会加入促進

地域活動団体，NPO，企業等を対象とし
た事業説明会の開催や，SNSなどを通じ
た事業PR動画の周知による事業の普及
啓発のほか，地域行政機関職員で構成
する「まち活応援隊」を新たに立ち上げ，
地域団体への登録・活用支援等を行っ
た結果，活動者等の登録の増加や活動
機会の創出を図ることができた。

＜令和4年3月31日実績＞
【まちづくり活動登録者数（累計）】
活動者数：1,816人
実施団体：195団体
【活動への参加者等（単年）】
活動数：1,254回
参加者数：3,825人
【ポイント交換申請者（単年）】
申請者数：158人

継続
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39
Ⅳ　魅力創
造・交流

宇都宮市移住・定住ア
プリの配信

スマートフォン，タブレット等の
携帯情報端末機を活用した，移
住・定住に関する情報（働く，住
まい，子育て・教育，楽しむ）の
発信

独自性
先駆的

H29年度 政策審議室 全国の市町村で初の取組

・移住・定住情報を集約したアプリによる
発信については，全国初
・移住を決断する際に必要となる情報
（「住まう」「働く」「子育て・教育」「楽し
む」）のプッシュ型による発信
・ＡＩを活用した移住・定住に関するQ＆A
機能を搭載
・累計ダウンロード件数：1,898件

継続

40
Ⅳ　魅力創
造・交流

宇都宮ブランド戦略事
業の推進

・市民参加型都市ブランド戦略｢
宇都宮プライド｣の展開
・情報発信拠点としてアンテナ
ショップ｢宮カフェ｣を運営
・宇都宮の暮らしの良さを伝え
る｢ダブルプレイス（２地域生
活）｣の発信

先駆的 H20年度 広報広聴課 独自の都市ブランド戦略
全国の自治体等から独自的・先駆的な
取組として注目・評価されており，毎年行
政視察を受け入れている。

継続

41
Ⅳ　魅力創
造・交流

おもてなし運動の推進

本市来訪者の満足度向上を図
るために，「おもてなし推進委員
会」と連携して市民のおもてなし
の心の醸成を図るとともに，民
間事業者と一体となって受入環
境の向上を図る。

独自性 H17年度 観光交流課 本市独自の運動を展開

・令和３年観光動態調査で，「宇都宮市
を訪問して満足した」との回答が，78.6%
・宇都宮観光コンベンション協会におい
て，本市を訪れた観光客が旅ナカでも豊
富な観光情報を手軽に入手し，快適に
市内を周遊できるよう，「宇都宮市観光
デジタルマップ」を構築した。

継続

42
Ⅳ　魅力創
造・交流

餃子を活用した観光誘
客

餃子の消費量が高く，知名度の
高い「宇都宮の餃子」を活かし
た観光事業を展開し，本市の集
客力をさらに高める。

独自性 H30年度 観光交流課 本市独自の運動を展開

・令和３年観光動態調査で，「本市への
来訪目的」において「餃子」との回答が，
58.8%
・令和３年の総務省家計調査において一
餃子の購入額が全国第3位（R1年 第1
位，R2年 第2位）
・プレミアム観光クーポン宇都宮と連動さ
せながら，WebやSNSを活用し，餃子を
はじめとした本市の観光資源の魅力を
発信した。また，同時に，本市観光の目
玉となっている「餃子」を取り入れた周遊
モデルコースも提案した。
・餃子会における文化庁認定の「１００年
フード」への認定を支援した。

継続
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43
Ⅳ　魅力創
造・交流

大谷石をはじめとした
地域資源を活用した大
谷地域の振興

大谷ならではの地域資源である
大谷石や冷熱エネルギーなど
を活用し，体験型観光コンテン
ツの創出や大谷夏いちご栽培
事業などの取組を推進し，大谷
地域の振興を図る。

独自性 H24年度 観光交流課

地場産業である大谷石産業
をはじめ，大谷石採取場跡
地の地下空間や，そこに貯
留する冷熱エネルギーなど，
様々な地域資源を活用した
取組

○大谷石産業の振興
　・居宅・店舗等の内外装等に大谷石を
使用する場合に，その工事費用の一部
を支援すること等により，本市独自の日
本遺産「大谷石文化」を創り出してきた大
谷石産業の振興するとともに，大谷石の
景観づくりを推進

○観光振興
　・大谷石採取場跡地でのアートを取り
入れた体験型観光コンテンツの創出の
取組対し，その費用の一部を支援するこ
と等により，大谷石採取場跡地の新たな
活用を推進し，地域資源としての価値を
向上

○冷熱エネルギーの活用
　・大谷夏いちごの生産面積の拡大に向
け，令和4年度から新規参入予定の２者
の事業計画に適した圃場としていくた
め，国等の支援を活用しながら圃場整備
を実施するとともに，冷熱エネルギー利
用機器の導入に係る支援等を行い，生
産体制や熱供給体制を整備

継続

44
Ⅳ　魅力創
造・交流

ジャパンカップサイクル
ロードレースの開催

・アジア最高位の自転車ワンデ
イロードレース「ジャパンカップ
サイクルロードレース」を開催
・世界で活躍するチーム・選手
による高質なレースの提供のほ
か，幅広い世代が楽しめる多彩
な付帯イベントを実施

トップクラス H4年度
都市魅力創
造課

・ＵＣＩ（国際自転車競技連
合）が定めるレースカテゴ
リーのうち，世界トップカテゴ
リーのワールドツアーに次
ぐ，「ＵＣＩプロシリーズ」に日
本で唯一認定されている
レース

・平成２０年度にレースカテゴリー「オーク
ラス」に日本で唯一認定され，アジア最
高位のワンデイロードレースの地位を獲
得
・レースカテゴリーの改定に伴い，「オー
クラス」が廃止されたことから，新たな
レースカテゴリー「ＵＣＩプロシリーズ」に
申請し，令和２年度から当カテゴリーで
の開催が決定（アジア最高位のワイデイ
ロードレースの地位は継続）

継続

45
Ⅳ　魅力創
造・交流

FIBA 3x3 World Tour
Utsunomiya の開催

・FIBA（国際バスケットボール連
盟）が主催する3人制バスケット
ボールの世界大会を開催
・大会開催に併せ，街なかのイ
ベントとの連携や，県内小学生
対象の宇都宮市長杯等を実施

トップクラス H28年度
都市魅力創
造課

・日本で唯一，ＦＩＢＡ（国際バ
スケットボール連盟）が主催
する３人制バスケットボール
の世界大会を誘致・開催

・平成２８年度から誘致・開催
・令和元年度には，クラブチーム世界№
１を決める「ワールドツアーファイナル」を
開催
・令和４年度から，FIBAが新たに位置付
けるワールドツアー開幕戦「オープナー」
を開催

継続

46
Ⅳ　魅力創
造・交流

施設愛称によるプロス
ポーツ応援事業

本市を拠点に活動するプロス
ポーツクラブに対する市民の愛
着と連帯感の醸成，及び本市
のブランド力向上を目指すため
に，市有施設にプロスポーツク
ラブ名を冠した愛称を付与

独自性 H21年度
都市魅力創
造課

本市独自の取組

・宇都宮市体育館：ブレックスアリーナ宇
都宮
・宇都宮市サッカー場：栃木ＳＣ宇都宮
フィールド
※ともに平成２１年度から名称使用開始

継続
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47
Ⅳ　魅力創
造・交流

百人一首のまちづくり

・大会事業として，平成7年の市
政100周年を機に本市ゆかりの
「百人一首市民大会」を開催。
一般市民を対象とした公的機関
が主催する大会としては全国最
大規模であり，平成26年度から
は，「蓮生記念全国競技かるた
宇都宮大会」を開催
・令和元年度は，百人一首市民
大会において「同時にかるた遊
びをした最多人数」のギネス世
界記録を達成（記録：701人）
・普及啓発事業として，「人づく
りフォーラム」などのイベント時
に百人一首体験等を実施
・小中学生に配布する「宇都宮
市スタンダードダイアリー」や
「宇都宮学（小学校版）」に本市
と百人一首の関わりを掲載し，
郷土への理解や愛着を醸成

独自性
トップクラス

H8年度 文化課
・本市の特性を活かした独自
のコンセプト
・全国でトップクラス

・令和元年度
  「第25回うつのみや百人一首市民大
会」
　→「同時にかるた遊びをした最多人数」
のギネス世界記録を達成（記録：701人）
   「蓮生記念第6回全国競技かるた宇都
宮大会」
　→参加者は1,030人で全国競技かるた
宇都宮大会は過去最高を更新
　　本市のように市と民間団体が協力し
て実施する百人一首の大会事業は全国
でも稀有
・令和2,3年度
    感染症の影響により市民大会は中止
・令和3年度  代替事業の実施
　「あなたの好きな百人一首和歌」の募
集（1,010首の応募）
      オンラインアプリ「競技かるた
ONLINE」を活用したオンライン大会を試
行実施（参加者24名/定員32名）
　その取組を「いろは新聞」を発行し紹
介，「あなたの好きな百人一首和歌」は，
ランキング上位の和歌を広報うつのみや
1月号や市のホームページで発表。

継続

48
Ⅳ　魅力創
造・交流

エスペール文化振興事
業

・文化芸術活動が顕著で，今後
の活躍が期待できる本市ゆかり
の芸術家に賞や育成金を授与
し，育成・支援
・地元の若手芸術家を育成・支
援する取組を行っている自治体
は稀有
・ギャラリー部門とホール部門を
隔年で交互に選考し，受賞者に
育成金200万円を授与。
・選考を行わない年は，過去の
受賞者を活用した鑑賞機会を
提供するプロポート事業を実施

独自性 H13年度 文化課
・本市の特性を活かした独自
のコンセプト

・過去の受賞者からは，国際レベルで作
品が認められた彫刻家の高橋靖史氏を
はじめ，チェロ奏者の宮田大氏や元Kバ
レエ カンパニーのプリンシパル遅澤佑介
氏など世界で活躍する芸術家を輩出
・令和3年度
　プロポート事業として，宇都宮美術館に
おいて，第13回受賞者伊藤遠平氏の成
果発表の開期に合わせ，オペラの川久
保博史氏，箏の吉澤延隆氏，作曲家の
名倉明子氏によるコンサートを行ったほ
か，市内小・中学校，14校に5名の受賞
者を派遣し校外授業を行った。また，旧
篠原家住宅におけるギャラリー展示「旧
篠原家アートデイ2021」を実施

継続
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49
Ⅳ　魅力創
造・交流

妖精によるまちづくりの
推進

・妖精をテーマとした公立展示
施設「妖精ミュージアム」を拠点
に，妖精資料を活用した文化振
興・中心市街地活性化に向けた
取組を展開
・妖精をテーマとした取組は，福
島県金山町の「妖精美術館」が
あるが，当施設は冬季休館であ
り，通年で楽しめる施設は「妖
精ミュージアム」のみ

独自性 H19年度 文化課
・本市の特性を活かした独自
のコンセプト

・令和2年度
　感染症の影響による臨時休館となった
ほか，井村名誉館長によるギャラリー
トークや絵本の読み聞かせ会が中止と
なったが，館内紹介などの動画配信やイ
ンスタグラムを開始し，アウトリーチに積
極的に取り組んだ。
・令和3年度
　感染症の影響により臨時休館（8/23～
9/30）したが，事前予約制とするなど感
染予防対策を講じながら，ギャラリートー
ク（9月のみ中止）や絵本の読み聞かせ
会（8，2月のみ中止）を開催。
　また，企画展「サロメ×ビアズリー展」を
開催し，ミュージアムの収蔵作品を紹介
するなど，新たな魅力発見に繋がる展示
を実施。

継続

50
Ⅳ　魅力創
造・交流

「大谷石文化」の日本
遺産認定

・本市に根付く「大谷石文化」の
ストーリーを作成し，単一の市
町村でストーリーが完結する
「地域型」の日本遺産の認定を
受ける。
・日本遺産認定を契機とし，官
民協働の「大谷石文化推進協
議会」を設立し，大谷石の保存・
活用を通じた地域活性化事業
に取り組む。

独自性
先駆的

H30年度 文化課

・文化庁が全国で100件の認
定を目指す日本遺産として
認定を受ける。
  単一の市町村でストーリー
が 完結する「地域型」の日
本遺産認定
　34市町村（令和4年4月時
点）

・大谷石文化ガイド養成講座
　【30名参加者中26名修了】
・大谷石文化学市民講座
　【新型コロナウイルス感染症の影響に
より中止】

・単一の市町村でストーリーが完結する
「地域型」の日本遺産認定
　34市町村（令和4年4月時点）
・「大谷石文化」を誇りに感じる市民の割
合（感じる・やや感じるの割合）
　令和3年度　65.5％
・「大谷石文化」の認知度を高めるため，
PR素材（動画・写真・印刷物・ロゴマー
ク）を用意し，魅力発信事業等での活用
を推進した。

継続

51
Ⅳ　魅力創
造・交流

宇都宮市民遺産制度
（みや遺産）の推進

市民や地域に愛され，親しまれ
てきた歴史文化資源を認定し，
その保存活用に取組む団体の
活動を支援する制度であり，地
域や社会全体で歴史文化資源
を継承する仕組みをつくることを
目的とする。

独自性 R2年度 文化課

・これまでの文化財としての
価値判断ではなく，市民や地
域に愛され，親しまれている
「歴史文化資源」について，
文化財の指定・未指定に関
わらず対象とする。

・より多くの市民団体に制度の推進を図
るため，広報誌やホームページ等により
周知を行った。
・認定された団体の活動費や看板設置
費の補助を行った。
【認定実績】
令和2年度　9件のみや遺産を認定
令和3年度　4件のみや遺産を認定

継続

52
Ⅴ　産業・
環境

もったいない運動の推
進

ひと・もの・まちを大切にする本
市独自のもったいない運動につ
いて，「もったいない運動市民会
議」と連携し，更なる認知度の
向上と実践者の拡大を図る。

独自性
先駆的

H17年度 環境政策課
全国に先駆け，本市独自の
もったいない運動を展開

・「もったいない全国大会」の開催（2回，
以降「もったいないフェア」を毎年開催）
・平成28年9月，まだ食べられるのに廃
棄される食品を削減するため，「もったい
ない残しま10！」運動を県内で先駆けて
開始

継続
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53
Ⅴ　産業・
環境

自立分散型の再生可
能エネルギー等の普及
促進（家庭向け低炭素
化普及促進補助事業）

冬季の日照時間が長いという，
本市の地域特性を活かした太
陽エネルギーの利活用により，
家庭からの温室効果ガス排出
量を削減するため，住宅用太陽
光発電システムを軸とした自立
分散型エネルギーの利用を促
進する。

トップクラス H28年度 環境政策課

・本市の特性を活かした取組
・新規認定分の導入件数及
び導入容量が中核市1位と
トップクラス

資源エネルギー庁が公表している『再生
可能エネルギー発電設備の導入状況
データ』において，本市における10ｋW未
満の新規の太陽光発電システム導入件
数及び導入容量は，ともに中核市1位で
ある。(R3.9月末時点)

継続

54
Ⅴ　産業・
環境

地域新電力会社による
再生可能エネルギーの
地産地消の推進

官民共同出資による「地域新電
力会社」を設立し，本市が保有
するバイオマス発電や家庭用
太陽光発電による再生可能エ
ネルギーを買い取り，公共施設
の一部やLRTへ供給することで
再生可能エネルギーの地産地
消を推進する。

独自性
先駆的

H28年度 環境政策課

・地域新電力会社の設立（人
口50万人以上の中核市で
初）
・本市が保有する再生可能
エネルギーの地産地消
・地域新電力会社からの再
エネ供給によるLRTの脱炭
素化（全国初）

・令和3年7月に，官民共同により，地域
新電力会社「宇都宮ライトパワー株式会
社」を設立
・市が保有する再生可能エネルギーを有
効活用した脱炭素化の推進やLRTへの
再生可能エネルギーの供給によるLRT
の脱炭素化を図る。

継続

55
Ⅴ　産業・
環境

東京圏における交流・
活動拠点を活用した効
果的な事業展開
（宇都宮サテライトオ
フィス事業）

都内に設置した「宇都宮サテラ
イトオフィス」を活用し，東京圏
の企業等とのビジネスマッチン
グや，企業誘致，MICE誘致，本
市魅力の発信などの事業を効
果的に展開

独自性
先駆的

R2年度 産業政策課
自治体の中では独創的な取
組であり先駆的

他市が令和２年９月に実施した「中核市
が設置する東京事務所に関する アン
ケート調査」によると，都内コワーキング
スペースにビジネスマッチング等を目的
としたオフィスを設置している自治体は
本市が唯一である。

継続

56
Ⅴ　産業・
環境

はじめてごはん事業

1歳6か月を迎えた子どもと保護
者に対して，特色ある宇都宮産
米と啓発パンフレットを配布する
「はじめてごはん事業」を実施
し，宇都宮産米の認知度を高
め，米の消費拡大に繋げるとと
もに，食育や地産地消の重要
性，農業の大切さなどへの理解
を深めてもらう。

独自性
先駆的

H27年度
農林生産流
通課

・大人と同じ「ごはん」を食べ
られるようになる1歳6か月を
迎えた子どもをターゲットに
した先進的な取組で，全国
的にも数少ない取組み（県内
では初）

・はじめてごはん事業でのお米セット配
布数3,163個（配布量合計約5.7t） 継続

57
Ⅴ　産業・
環境

げんきにごはん事業

新たなライフステージに進んだ
新小学1年生・新中学1年生と保
護者に対して，特色ある宇都宮
産米と啓発パンフレットを配布
する「げんきにごはん事業」を実
施し，宇都宮産米の認知度を高
め，米の消費拡大に繋げるとと
もに，食育や地産地消の重要
性，農業の大切さなどへの理解
を深めてもらう。

独自性
先駆的

H28年度
農林生産流
通課

・新小・中学校1年生をター
ゲットに，給食ではなく家庭
を対象とした取組で，全国的
にも珍しい取組（県内では
初）

・げんきにごはん事業でのお米セット配
布数　小学生4,732個（配布量合計約
8.5t），中学生4,950個（配布量合計約
13.4t）

継続



№ 政策の柱 取組名 概　要 区　分 開始年度 所管課 特　徴
実績，効果等
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58 Ⅵ　交通
バスの上限運賃制度
の導入

本市が目指すNCC形成に向
け，公共交通ネットワークの利
便性の向上を図るため，市民の
誰もがどこに住んでいても高次
都市機能を有する都市拠点に
アクセスできるよう，本市独自の
運賃負担軽減策として運用

独自性 R3年度 交通政策課

本市公共交通の利用実態を
踏まえ，市域内において，主
に利用者の少ない日中（9時
～16時）の時間帯での利用
を対象に，バス1乗車あたり
の運賃の上限額を400円とす
るもの
※交通ICカード利用者対象
※小児・障がい者は上限額
200円

・制度導入（令和3年6月）から令和4年3
月までの適用件数131,688件
・上限運賃制度適用範囲（400円超）の適
用件数比較
　制度導入前（R3.6）：345件
　制度導入後（R3.10）：423件（23％増）

新規

59 Ⅵ　交通
「自転車のまち宇都宮」
の推進

・市民や民間事業者，プロス
ポーツチーム等と連携した各種
自転車関連施策の展開による
本市独自のまちづくり推進
・自転車専用通行帯の規制延
長が全国一位

独自性
トップクラス

H22年度 道路建設課

・本市独自のコンセプトとし
て，さまざまな立場の方々と
連携・協力による「自転車の
まち宇都宮」の推進
・全国一位（自転車専用通行
帯規制延長）

・宇都宮ブリッツェン監修のサイクリング
ルートの設定：21路線（自転車マップやｗ
ｅｂページにて公開）
・宇都宮ブリッツェンによる宮サイクルス
テーションでのスポーツバイクのレンタル
等による自転車の普及啓発と魅力発信
・民間事業者との連携によるサイクルア
ンドバスライド用駐輪場の設置
・自転車専用通行帯規制延長：35.3ｋｍ
（警察庁・栃木県警察本部）Ｒ2年度末
（国・県道含む）

継続

60 Ⅵ　交通
ＬＲＴと一体となった沿
線まちづくりの推進

ＬＲＴ導入を契機として，市民・
事業者・行政等が協働しなが
ら，魅力ある沿線まちづくりを推
進

先駆的 H30年度
ＮＣＣ推進
課

ＬＲＴと一体となった沿線まち
づくりは全国で注目されてお
り，先駆けとなる取組み

・ＪＲ宇都宮駅東側において，「ＬＲＴ沿線
の土地利用方針」に基づき，官民一体と
なったＬＲＴ沿線の立地ポテンシャルや
地域特性を活かした土地利用を推進（H
３０．５～）
・新たな交通結節拠点となるＬＲＴ車両基
地周辺においては，魅力ある都市公園
の整備に向け，都市計画事業認可を取
得（Ｒ４．３）

・ＪＲ宇都宮駅西側において，地元商店
街やまちづくり関係団体等で構成する「Ｌ
ＲＴまちづくり部会(R１．９～)」で議論を行
いながら，ＬＲＴを基軸とした公共交通と
一体となった沿線のまちづくりに向けて，
沿線の将来ビジョンとなる「都心部まちづ
くりビジョン」を策定（R４．２）

継続



№ 政策の柱 取組名 概　要 区　分 開始年度 所管課 特　徴
実績，効果等
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61 Ⅵ　交通
ＮＣＣ推進に向けた
市街化調整区域の土
地利用の推進

立地適正化計画による市街化
区域の都市機能誘導等の取組
に加えて，本市独自の市街化
調整区域の地域拠点区域にお
ける都市計画制度等の効果的
な運用により，都市全体を見渡
した観点からＮＣＣ形成を推進

先駆的 H29年度
ＮＣＣ推進
課

人口減少社会を見据え，本
市の特性を活かし全国に先
駆けて取り組むもの

郊外部の核となる市街化調整区域の地
域拠点等を形成するためメリハリある都
市計画制度等の運用（H３０．４～）

 市街化調整区域の地域拠点にスー
パー等の立地誘導を図るため店舗床面
積の緩和（都市計画法第３４条第１２号
条例化）及び，地域拠点へのスーパー等
の生活利便施設の立地に対する支援制
度を構築
②地域拠点・小学校周辺に居住地形成
を図るための地区計画制度の類型化及
び，地域住民が主体となった地区計画の
活用促進に向け，住宅団地開発におけ
る公共施設整備への支援制度を構築
③自然環境保全を図りながら集落等か
らの無秩序な住宅拡散を抑制するため
自己用住宅立地基準（都市計画法第３４
条第１１号条例）を廃止
④大谷地域の観光拠点形成のため地域
活性化につながる観光施設の店舗床面
積の緩和（開発許可基準の運用明確化）
⑤都市計画法改正を踏まえ，市街化調
整区域の地域拠点等のうち，浸水ハ
ザードエリアの開発許可の厳格化（都市
計画法第３４条１０号(地区計画)，１２号
(スーパー等)を対象）

継続

62 Ⅵ　交通 水道料金等の収納率

・水道料金：98.81％
（令和2年度　中核市1位）
・下水道使用料：98.27％
（令和2年度　中核市1位）

トップクラス H20年度
サービスセ
ンター

中核市トップクラスの現年度
収納率

令和2年度末において，水道料金の現年
度収納率が中核市で1位，下水道使用
料も1位。
根拠：令和3年6月に豊橋市が実施した
中核市対象の照会（水道57市，下水道
62市回答）

継続

63 Ⅵ　交通
水道施設におけるク
リーンエネルギーの導
入

・水道施設の機能や特徴を活か
したクリーンエネルギーを導入
（太陽光発電設備，小水力発電
設備ともに中核市初）
・「再生可能エネルギー利用率」
が中核市1位（令和元年度末）
　（令和元年度水道事業ガイド
ライン（JWWA Q 100）に基づく
業務指標公表値調査結果　)指
標一覧より）

先駆的
トップクラス

H19年度 水道管理課

・中核市の水道事業体で初
めて導入
・中核市水道事業体でトップ
クラス

・Ｒ元年度「再生可能エネルギー利用率」
　　　　本市：2.015【%】
中核市平均：0.25【%】

継続
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実績，効果等
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64 Ⅵ　交通
水道事業における環境
負荷の低減

・環境負荷の低減を評価する指
標である「配水量1 あたりCO2
排出量」の少なさが中核市3位
（令和元年度末）
　（令和元年度水道事業ガイド
ライン（JWWA Q 100）に基づく
業務指標公表値調査結果　)指
標一覧より）

トップクラス H19年度 水道管理課
・中核市水道事業体でトップ
クラス

・Ｒ元年度「配水量1 あたりCO2排出
量」
　本市：46【g/CO2/ 】
　中核市平均：155【g/CO2/ 】

継続

65 Ⅵ　交通
組合施行による市街地
再開発事業の推進

組合施行による市街地再開発
事業の完了地区数８地区

トップクラス S61年度
市街地整備
課(再開発
室)

中核市における組合施行に
よる市街地再開発事業の完
了地区数

２位
（全国市街地再開発協会「市街地再開発
２０２１」の再開発事例より)

継続

66 Ⅵ　交通
安全で良質な水への
取組

・松田新田浄水場において平成
17年にISO9001を，水質検査セ
ンターにおいて平成20年に水道
GLPを取得（「ISO9001」と「水道
GLP」の両方取得は中核市初）
・「平均残留塩素濃度」の低さが
中核市1位（令和元年度末）

先駆的
トップクラス

H20年度
水道管理課
水質管理課

・給水人口25万人以上の水
道事業体で全国初の取得
・中核市水道事業体でトップ
クラス

・ISO9001の継続
・水道GLPの継続
・令和元年度水道事業ガイドライン
（JWWA Q 100）に基づき公表された業務
指標における「平均残留塩素濃度」が，
本市 0.21 ㎎/L（中核市平均 0.44 ㎎/L）

継続

67 Ⅵ　交通 交通ＩＣカード導入支援

運賃支払の簡略化と，これに伴
う定時性・速達性の向上・乗り
継ぎの円滑化など，公共交通の
利便性向上

先駆的 H25年度 交通政策課

ＪＲ東日本が新たに開発する
「地域連携ICカード※」を全
国に先駆けて導入

※全国相互利用カード
（Suica）の機能を持ちなが
ら，宇都宮地域のＬＲＴや路
線バス，地域内交通で利用
でき，かつ，高齢者外出支援
事業などの地域独自サービ
スを提供できるもの

・令和4年度上半期中の地域内交通への
ＩＣカードシステム導入に向けて，機器の
開発を実施
・地域内交通へのＩＣカード導入と併せ
て，バスと地域内交通の乗継割引制度
の導入を予定
・今後はLRTへのICカード導入を予定

継続

68 Ⅵ　交通
地域住民が主体となっ
た地域内交通の実施

地域住民が主体となり，運行計
画を決定し，地元自治会や企業
等から協賛金を募るなど，地域
内交通を運営（地域の実情に合
わせた独自の運行方式）

独自性 H19年度 交通政策課
地域の実情に合わせた独自
の運行方式

・郊外部13地区15路線，市街地部１地区
２路線で運行し，地域の実情に即した移
動手段を確保（市域面積の95.0％をカ
バー）
・地域負担金（自治会支援金・利用登録
料・企業協賛金）で運行経費の11．2％を
確保
・14路線でユニバーサルデザインタク
シー車両を活用（H26年度から乗合タク
シー事業への支援としては先駆的な取
組となるUD車両導入促進補助制度を創
設）

継続
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69
行　行政経
営

スマートシティの推進

ICT（情報通信技術）が人やモノ
の活動をサポートし，様々な分
野における市民の身近な暮らし
の利便性向上や活力あるまち
の形成を図る。

先駆的 R1年度
スーパース
マートシティ
推進室

早稲田大学や宇都宮大学，
民間事業者と「Uスマート推
進協議会」を設立し，国土交
通省の「スマートシティモデ
ル事業」に提案を行い，先進
的な取組を行う「先行モデル
プロジェクト（全国15か所）」
に選定された。

・国土交通省の「スマートシティモデル事
業」に提案を行い，先進的な取組を行う
「先行モデルプロジェクト（全国15か所）」
に選定
・令和3年度までに，子育て，健康・福
祉，魅力・交流，環境，交通等の多様な
政策分野において，8つのテーマで実証
実験を実施

継続

70
行　行政経
営

市税納付推進協力事
業所制度の推進

誰もが納期内に市税を納めるこ
とができるよう，市が行う納税意
識の啓発や収納対策に対し，
本市と連携して従業員に積極
的に働きかけを行う事業所を登
録する制度
・登録事業所は，市が送付する
税情報の従業員への周知や口
座振替の取りまとめなどに協力
・市は，税に関する出前講座の
開催や市税相談など事業所へ
の支援や，特に優れた取組を
行った事業所の表彰，PRなどを
実施

独自性 H30年度 納税課
事業所と連携し，納付意識
の醸成を図る本市独自の取
組

・事業所からの「従業員への税制度の説
明が難しい」などのニーズを踏まえ，納
税意識向上の重要なパートナーである
事業所と連携した取組を強化（出前講座
開催:4事業所）
・確定申告や税に関する各種届出等の
時期に合った税情報を，従業員へ周知
するメルマガを月1回発行（事業所の要
望も踏まえ内容を検討）
・従業員の税に関する情報の周知・広報
のほか，税に関する社員研修の開催な
どの，納付意識啓発活動の事例を各事
業所へ紹介
（令和4年3月末現在　1,126事業所）

継続

71
行　行政経
営

SDGs未来都市の推進

・SDGsのゴールと方向性が概
ね合致している総合計画で掲げ
た「6つの未来都市」の実現に向
けた戦略的な取組の推進
・SDGsに対する宇都宮市全体
での理解促進と市民・事業者と
のパートナーシップの基盤強化
・地域新電力会社において，地
域課題の解決を図るシュタット
ベルケの構築

トップクラス R1年度 環境政策課

・うつのみやSDGs推進本部
の設置
・「宇都宮市SDGs未来都市
計画」の策定
・「宇都宮市SDGs人づくりプ
ラットフォーム」の設立

・本市の特性を活かした取組を提案し，
R1年7月に「SDGs未来都市」に選定

継続


